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まえがき 

この規格は，工業標準化法に基づき，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本

工業規格である。 

これによって，JIS S 0012:2000 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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アクセシブルデザイン－ 

消費生活用製品のアクセシビリティ一般要求事項 

Accessible design-Accessibility requirements for consumer products 

 

序文 

この規格は，2000 年に制定され，その後 1 回の改正を経て今日に至っている。2017 年に JIS Z 8071 が

改正され，アクセシビリティ環境の変化に対応するために改正した。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

 

1 適用範囲 

この規格は，高齢者をはじめとするより多くの利用者が消費生活用製品（以下，製品という。）を使いや

すく，かつ，扱いやすくするために，それらの製品を設計する際に基本的に留意すべきアクセシビリティ

配慮事項について規定する。ただし，設備用，業務用，専門家用などの特殊な用途に使用する製品は対象

としていない。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS S 0013 高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品の報知音 

JIS S 0103 消費者用図記号 

JIS T 0103 コミュニケーション支援用絵記号デザイン原則 

JIS T 0921 アクセシブルデザイン－標識，設備及び機器への点字の適用方法 

JIS Z 8071 規格におけるアクセシビリティ配慮のための指針 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JIS Z 8071 によるほか，次による。 

3.1 

操作 

利用者が目的を達成するために，製品に対して（利用者が）行う行為。 

3.2 

情報表示 

操作の状態，結果，操作の仕方，操作方向，操作手順，製品の状態などを示す表示。 

例 ランプ，メータ，表示文字，図記号，スピーカー，ディスプレイ，タッチパネルなど。 


